
平成２８年度第３回市民評価委員会専門部会 

（快適交流・経済活力） 

 

日 時：平成２８年１０月５日（水）１４：００から１５：４０まで 

            

会 場：市庁舎３階 ３２会議室 

 

事業名：１ 港湾改修（統合補助）事業 

    ２ 中小企業新事業展開支援事業 

    ３ ものづくり高度技能伝承事業補助金 

    ４ 環境林整備切り捨て間伐事業補助金 

    ５ 地産食材六次産業化推進事業補助金 

    ６ 地域経済循環創造事業補助金 

     

参加者：●市民評価委員  

 佐々木部会長、萩尾委員、奥野委員、山崎委員、大野委員、 

福本委員 

●担当課 

 港湾管理課、産業振興課、農林水産課 

●事務局 

 小島副課長、篠﨑主事、佐藤係長（まちづくり担当） 

     

 

港湾改修（統合補助）事業（港湾管理課） 

１４：００から１４：２０まで 

港湾管理課：安藤課長、川口技幹 

１ 概要説明 

  担当課より概要説明 

２ 質疑応答 

Ｑ：毎年浚渫が必要なのか。 

Ａ：毎年ではない。東港が出来てから初めての浚渫になる。 



Ｑ：これまでも浚渫を行ってきたのか。 

Ａ：ここでは国の補助をもらって大規模に行う浚渫は供用開始して初めての

ことになる。 

設備や機械のメンテナンスなど軽微な修繕は毎年行っている。 

 

Ｑ：長期的な改修計画はあるのか。 

Ａ：港湾施設については、国の政策に基づき向こう５０年間の維持管理計画

を策定しており、それに基づいて対応している。 

 

Ｑ：年度によって補助割合等変わるのか。 

Ａ：これまで変更はない。 

 

Ｑ：維持管理計画に沿って改修しているということか。 

Ａ：そのとおりである。 

船で取り扱うボリュームは他と比べてけた違いに多く、供用できない事態を 

避けるためにも適切な対応が必要だと考えている。 

 

Ｑ：大体の船は入るのか。 

Ａ：一般的には水深-7.5m で５千ｔクラスの貨物船が入る。なお、垣生第１岸

壁には１万６千ｔクラスのフェリーが入っている。 

 

Ｑ：喫水によって違うのか。 

Ａ：同じ貨物船でも船の種類によって変わってくる。 

 

Ｑ：浚渫について、土砂の堆積は経過観察をしているのか。 

Ａ：利用者からの情報等に基づき、必要に応じて水深の測量をしている。 

 

３ 評価結果 

現状のまま継続する。 

 物流の拠点として、広くは新居浜市の経済発展にもつながるため、計画的

な維持管理が出来るよう、現状のまま継続していただきたい。 

 

 

 



中小企業新事業展開支援事業（産業振興課） 

１４：２０から１４：４０まで 

産業振興課：宮崎主幹、松原副課長 

１ 概要説明 

  担当課より概要説明 

２ 質疑応答 

Ｑ：地道に継続していくことが大事。一朝一夕に物になるものではないので、

長いスパンで見ることが大事。 

Ａ：国では、新しく設備投資する際に、ものづくり補助金を出しているが、

申請の支援をしたり、販路開拓の支援を行っている。また、新しい技術の

勉強会にもこの費用の一部を充当している。 

 

Ｑ：実績は持っているのか。 

Ａ：持っている。応募が２万３千件ぐらいで、採択を受けたのが７，８００件

くらい。新居浜市では１２社が採択を受けている。 

 

Ｑ：それは多いのか、少ないのか。 

Ａ：県内の採択数の１０％ぐらいが新居浜市になる。多くはない。採択条件と

して、生産性が飛躍的に向上するといった条件が設定されており、いかに自

社の経営状態が安定していくかといった視点を申請に盛り込む必要がある

ため、申請に際しては。愛媛東予産業創造センターがアドバイスを行ってい

る。 

 

Ｑ：企業訪問３０社、支援企業２０社とあるが、実需として何かあげられるか。 

Ａ：この事業とは別に新居浜ものづくりブランド事業として、３５社を認定し

ているが、それを新居浜市の中小企業のトップランナーとして位置付けてお

り、それらは金額ベースでの成果を図ることとしているが、この事業に関し

ては、相談を受けてアドバイスを行うことを目的としており、金額ベースで

の成果は出していない。 

 

Ｑ：住友のような大企業へ支援を仰いではどうか。中小企業が元気になれば市

は元気になるので、力を入れてもらいたい。 

Ａ：申請書の書き方の支援や販路開拓の相談など、様々な形で幅広く支援を行



っているが、住友グループとの取引拡大を展開したいといった相談があれば、

住友グループとのマッチングを行っている。また、この事業は愛媛東予創造

センターに委託しているが、そこではコーディネーターとして住友各社のＯ

Ｂの協力が得られるようにしている。 

 

Ｑ：予算としては、東予創造センターへの委託料か。 

Ａ：そうである。 

 

３ 評価結果 

現状のまま継続する。 

  中小企業が元気になれば、市の活性化につながる。中小企業が抱える様々

な課題に対し、きめ細かい支援を続けることで、円滑な事業展開を促進でき

るよう、現状のまま継続していただきたい。 

 

 

ものづくり高度技能伝承事業補助金（産業振興課） 

１４：４０から１４：５５まで 

産業振興課：宮崎主幹、松原副課長 

１ 概要説明 

  担当課より概要説明 

２ 質疑応答 

Ｑ：高度技能の伝承は、多人数ではなくマンツーマンで教えなければならな 

いため、事業料収入では難しい。継続した補助が必要。 

Ｑ：平成３０年までの取組か。 

Ａ：総合戦略にも入っており、一つの区切りとして、その期間は人材育成に力

を入れていきたい。総合戦略の終了時には、評価をして、今後の方向性につ

いて見直しを行う予定としている。 

 

Ｑ：新居浜市の企業が対象か。 

Ａ：市内の有職者が対象 

 



Ｑ：魅力は何か。 

Ａ：住友の街として、色々なことができるものづくりの中小企業が集積してい

ることが特徴で、機械化が進んだとしても、最終的にそれを支えるのは人で

あり、その人たちの技術技能を引き上げないと、新居浜市の特色が薄れてし

まう。 

 

Ｑ：労働力の絶対数が減っている中、技能を伝承し、ものづくりを支える核と

なる人を育てることが大事。農業も漁業もどの業界も同じである。 

Ｑ：研修受講者が目標１０人に対して、２７人受講となっているのはなぜか。 

Ａ：当初は、２～３人を対象に考えていたが、４～５人での受講も可能だった

ことからこのような結果となった。 

 

３ 評価結果 

重点化する。 

  技術者の高齢化、労働人口の減少等により、高度技能の伝承が困難になっ

ている。新居浜のものづくのを守り、支えるため、重点化して取り組んでい

ただきたい。 

 

 

環境林整備切り捨て間伐事業補助金（農林水産課） 

１４：５５から１５：０５まで 

農林水産課：高岸次長、加地主任 

１ 概要説明 

  担当課より概要説明 

２ 質疑応答 

Ｑ：森林組合ではどれくらいの事業費がかかっているのか。 

Ａ：３９９万３千円かかっている。 

 

Ｑ：温暖化防止のため順次間伐を行っているのか。 

Ａ：毎年実施個所を決めて、順番に行っている。昨年は大生院の大永山地区を

実施した。 



Ｑ：このぐらいの費用では、多くはできないのでは。 

Ａ：切り捨て間伐なので、ある程度の面積は出来るが、昨年度は１６．５２ヘ

クタールを実施した。 

 

Ｑ：全体からすればどうなのか。 

Ａ：微々たるものである。 

 

Ｑ：それでもやる意味はあるのか。 

Ａ：全体からすれば微々たるものだが、そのままにしておけば、山の機能が失

われてしまうため、費用の関係もあり少しずつだが、実施している。 

 

Ｑ：平成２６年度から補助金を支出しているが、それ以前も森林組合では実施

していたのか。 

Ａ：平成２５年度から環境林として位置づけられ、国県の事業が開始された。

それまでは、切り捨て間伐ということで森林組合で実施していた。 

 

Ｑ：森林組合がしないところを実施しているのか。 

Ａ：間伐は森林組合が実施しているが、この事業では儲けの出ないところを実

施している。 

 

Ｑ：他の所は、少しでもお金になるのか。 

Ａ：そうである。 

 

３ 評価結果 

現状のまま継続する。 

  搬出間伐が出来ない森林についても、適正な森林環境を保つため、現状の

まま継続していただきたい。 

 

 

地産食材六次産業化推進事業補助金（農林水産課） 

１５：０５から１５：２５まで 

農林水産課：高岸次長、鍋井副課長 

１ 概要説明 



  担当課より概要説明 

２ 質疑応答 

Ｑ：現在の漁業組合の平均年齢は。 

Ａ：４０未満の人は、多い漁協でも８人しかおらず、６０以上の人が多数を占

めており、かなりの高齢化率である。 

 

Ｑ：他市から来た人は、瀬戸内海の魚は美味しいと驚く。何とか全国展開でき

ないか。 

Ａ：この事業の目的として、食育ということで地元の魚を学校給食に提供する

というのがあったが、もう一つ、地元の魚をブランド化して県外へ出すとい

う目的がある。県外の展示会でも瀬戸内海の魚の評価は高く、桜井漁協の真

鯛と新居浜市のコウイカの２つのブランド化を進めている。また、この事業

で開発したビーコメンチカツがマイントピア等観光施設で食べられるよう

になったが、地元でも愛され、県外へのＰＲになればと思っている。補助金

は平成２８年度で終わるが、農業など異業種とも連携して、継続した事業展

開を図っていきたいと考えている。 

Ａ：この事業はワーキンググループから派生して、３年間の取組として一区切

りついたと考えている。今後は、農業など、漁業以外の分野でも手を上げる

人が出てきてほしいと考えている。 

 

Ｑ：これから全国的にやっていくのであれは、個人個人ではなく共同受注も必

要、組合との関係も大事であり、商売ができても新居浜市が潤わなければ意

味はない。 

Ａ：組合の体質として新しい販売体制は難しい、南予には大きく後れを取って

おり、東予の魚は相手にされない。 

 

Ｑ：地元はローカルールで仕事をしているが、全国からは相手にされなくなる。

組合との軋轢もあるが、新居浜市の魚を使って商売して、新居浜市が潤わな

ければならない。理解している人は少ないかもしれないが、改革していかな

ければ、もうローカルルールは通用しない。 

Ａ：新居浜市の魚はシンガポールにも輸出されている。やろうと思えばできる

はず。 

 

Ｑ：活動指標の協議会回数が平成２９年度から減っているのはなぜか。 

Ａ：元々３年間の事業としてスタートしており、平成２９年度からは０となる。 



３ 評価結果 

手段を改善する。 

  漁業だけではなく、農業など異業種の分野でも衰退しないよう、人材を発

掘し、新しい取組ができるよう、手段を改善して取り組んでいただきたい。 

 

 

地域経済循環創造事業補助金（農林水産課） 

１５：２５から１５：４５まで 

農林水産課：高岸次長、鍋井副課長 

１ 概要説明 

  担当課より概要説明 

２ 質疑応答 

Ｑ：単年度事業で評価が難しいが、様々な分野でこういった補助金を活用でき

るような人材を育てていかなければならない。 

Ｑ：違う分野で六次産業化に向けた取組をしていく上で、今回の取組が一つの

参考指標になる。 

Ｑ：無利子ではないのか。 

Ａ：農業の機械や漁業の船を買う場合には近代化資金の利子補給があるが、六

次産業にはないため。無利子ではない。 

 

Ｑ：他の事業と統合できないか。 

Ａ：六次産業化に向けた取組は、他では事業をしてないため統合は出来ない。 

 

Ｑ：担当課の評価は重点化としている。 

Ａ：長期総合計画や総合戦略に掲載しているため。ただ、具体的な対象事業、

対象者がいない。 

 

３ 評価結果 

重点化する。 



  単年事業のため今回の取組は終了するが、引き続き、地域経済の活性化の

ため、農業など様々な分野で人材を発掘し、六次産業化に向けて積極的な支

援ができるよう、重点化して取り組んでいただきたい。 

 


